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第４節　県営工業用水道の建設問題（１）

　われわれは，前節において，愛知用水が工業用水として利用されてくるに至

った経緯をみてきた。本節では，その愛知用水がまさしく工業用水として利用

することを物理的に可能とする工業用水道の建設にかんする問題について検討

しておきたい 。

　さて，名古屋南部臨海工業地域に対する工業用水道は，愛知用水事業の一環

として建設されはじめるが，昭和３１年３月１９目に愛知用水公団総裁の浜口雄彦

氏と愛知県知事の桑原幹雄氏とのあいだで交されたｒ上水道事業及ぴ工業用水

道事業に関する基本協定」のうち，工業用水道事業についての内容は主として

次のようなものであ った 。

　　ｒ第１　 この協定において，「共同施設」とは，木曽川支流王滝川に新設する堰堤 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１４７）
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　木曽川兼山地点におげる取水施設，農業用及び水道事業用に併せ供される水路及びこ

　れらに付帯する施設をいい，「専用施設」とは，共用施設からの水道事業用の取水施

　設，導水施設，浄水施設，送水施設，配水池 ，’配水管及びこれら附帯する施設をい
　　う

。

　　第２　（略）

　　第３　工業用水道専用施設については，次のとおりとする 。

　　　　　１　工業用水道専用施設工事は，県が施工する 。

　　　　２　公団は，工業用水道専用施設工事費１０億４千２百万円を県に供給する 。

　　　　３　２の県に対する供給資金の供給条件は，年利６分５厘，工事期間中の元本

　　　は据え置き ，利子は元加するものとし，工事完了後２０箇年元利均等年賦償還とす

　　　る 。

　　第４　共用施設については，次のとおりとする 。

　　　　１　共用施設工事は，公団が施行する 。

　　　　２　公団は，１により造成された施設を県に使用させ，毎年，使用料を徴収す

　　　る 。

　　　　３　共用施設の使用料は，次のとおりとする 。

　　　　　イ　事業基本計画の定めるところにより算定された水道事業の負担費につい

　　　　て第２の３に掲げる条件と同一の条件によりその負担年額を定め，これに緯持

　　　　管理に要する費用の県負担年額を加算した額を使用料とする 。

　　　　　 ロ　イの維持管理に要する費用の県負担年額の算定については，共用施設工

　　　　事費の負担額算定の方式に準ずるものとする 。

　　　　４　共用施設からの分水の方法については，両者協議して定めるものとする 。

　　第５　専用施設及び共用施設の工事は，昭和３５年度までに完了することを目標とす

　る 。

　　　　　　　　　１）
　　第６　（以下省略）」

　この協定にもとづき，愛知県によっ て全専用施設の建設が，昭和３１年度から

３６年度にかけておこなわれた。この県営工業用水道第一期事業は，「日量８万

６， ＯＯＯｍ３（施設能力）の工業用水を，主として名古屋南部の既成工業地帯に供
　　　２）

給する」ために建設され，それに費した資金はおよそ累計で１４億６，８００万円で

あり ，そのうち約１１億２，５００万円という大半の資金がｒ愛知用水公団債」によ
　　　　　　　３）
るものであ った 。

　しかも，そこには次のような問題があったのである 。

　「水利権がＯ．６９３ｍ３／ｓしかないため，ロスを除いて計算すると，目量５３ ，０００

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１４８）
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ｍ３ となり ，計画給水量８６，４００ｍ３ との問に大きな開きがあるままスタートす

ることとな った。このため不足水利権の取得について非常に苦労することにた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
り， この取得も相当に遅れ，しかも非常に高い代価を支払う破目とたった

。」

　このように公権力の行使は，水利権の有無をとわず，工業用水の確保にむか

うのであり ，その代価は，結局のところ国民の負担となるのである。国民にと

ってみれは，まさしく「無茶苦茶」ということになるのであろうが，そうした

実態が，巨大資本による工業用水の獲得方法なのである 。

　さて，これ以降，昭和５１年度まで，愛知用水工業用水道事業は第四期事業に

及ぶが，その大要は次表のとおりである 。

　　　　　　　　第１表愛知県営愛知用水工業用水道事業の概要

第一期事業 第二期事業 第三期事業 第四期事業

専用施設
事期問

昭和３３年４月から

和３６年９月まで

昭和３６年４月から

和４９年８月まで

昭和４０年４月から

和４８年３月まで

昭和４５年４月から
和５２年３月まで
ダムは
昭和４２年から）

給水量一日最大
８６，４００ｍ３ ２５９，２００ｍ３ ２００，ＯＯＯｍ３ ３００，ＯＯＯｍ３

給水区域
名古屋市南区
，東海市

名古屋市南区，港
，東海市，知多市 同　左 同　左

総事業費
　　 ・千円
，４６８，６６９

　　　千円
０， ０８８，２３０

　　　千円
，７４３，７３３

　　　千円
５， ９８３ ，１６２

　愛知県水運局『愛知県営愛知用水工業用水道事業概要書』，昭和５０年４月 ，３ ，５ ，６ ，１４，１５．１８，ユ９ぺ一ジ

より杉野が作製。なお『第３次愛知県地方計画』（昭和４５年）には第五期計画まであるが，その後変更されたもの

と一思、われる 。

　まず，われわれは第一期事業から第四期事業までをつうじて，工業用水の一

目最大給水量が８４５，６００ｍ３ に達することに注意を喚起したい。つまり ・われ

われがすでにみておいたように，愛知用水を工業用水として利用するぱあい ・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
昭和２９年頃に計画された給水量は一目におよそ１０２，ＯＯＯ　ｍ３ であ ったが・この

第四期事業計画が終了する昭和５２年３月には，その８倍以上にも達することに

なっ ているのである 。

　ちなみに，工業用水の一目給水量を年間給水量に換算（×３００）してみると ・

２５３，６８０千ｍ３ となる。この水量は昭和２９年６月に農林省農地局がｒ愛知用水

事業計画概要」において策定した愛知用水の総供給水量，２０８，３４３千ｍ３ を越

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１４９）
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えるという驚くべき数字なのである 。

　前節でも述べたことであるが，愛知用水は，農業用水としての性格をか１なぐ

り捨てて・工業用水道としての性格をきわめて濃厚にしているということが
，

ここでも明らかとなるのである 。

　こうした愛知用水がもつ基本的性格の転換は，目本資本主義の高度経済成長

政策の必然的帰結であるとはいえ，たんにそう云うだげでは片附げられ汰い問

題がある。それは愛知用水という水資源をめぐってなされる巨大工業資本と農

民との競合関係であり ，この競合関係が，この高度経済成長の過程でどのよう

に変化してきたかという内容を明らかにしなげればならたい
。

　再々度述べることになるが，昭和２９年の当初計画では工業用水の年問給水量
　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
２８，ＯＯＯ千ｍ３（１０４，ｏ００ｍ３／目）であ ったが，昭和３０年９月におこたった愛知用水

需要量調査によれぱ，名古屋南部，半田，刈谷の３地区３５工場で，年問２，１４１

万９千 ｍ３の需要希望があ った。昭和３２年６月，公団で作成された実施計画で

は， これまでと同様，年問２，８００万 ｍ３ が考えられていたが，名古屋南部臨海

工業用地の造成がすすむにつれて，将来老大な量の工業用水を必要とすること

が予想されるに至った。かくして昭和３２年１２月２目，愛知県知事は名古屋南部

臨海工業地帯造成に伴う工業用水の将来需要増を５ｍ３／秒と見込み，その追加

確保を公団に要請することになるのである。それを反映して，昭和３３年に出さ

れた『愛知県地方計画書』の第二巻において，愛知用水第二期事業として毎秒

５ｍ３ を計画したことも，すでにわれわれのみておいたところである。この毎

秒５ｍ３ という数字は，目量に換算すると ，４３万２千ｍ３（年問１２，９６０万ｍ・）と

いう当初計画の４倍以上の数字なのである 。

　もっとも，こうした要請に対するその後の経遇は次のとおりであ った 。

　　ｒ農業受益面積３万６７４９ｈａのかんがい用水と ，４，５００万ｍ３の都市用水を供給す

　る水量を確保することで事業が計画されているので，愛知県のこの要請にこたえるた

　めには，新たに水源を確保する必要があり ，また実質３年という短期間で工事を完成

　したげれぱな１らない情勢であ った。このため，これをただちに変更するような基本計

　画をたてなおすことが困難であるとの理由で，公団は３３年１月 ，「趣旨には賛意を表

　するが設計その他工事の施工は差し当たり従来どおり進めざるをえない実情にあるこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１５０）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
　とをお含みおき下さい」と回答し，愛知県の要望は実現にいたらたか った。」

　　その後の昭和３４年２月１２目に，愛知県はこの追加要請の具体的施策として ，幹線水

　路（八幡新田一加世端）の断面変更（１２ｍ３／秒を１６ｍ３／秒）を公剛こ依頼するたどの

　努力をするのであるが，事態は変化しなか った。だが，昭和３３年には，東海製鉄，東

　洋 レーヨソ，大同製鋼たどの進出が決定し，これに伴う工業用水の需要増とその確保

　は現実に大きな問題とな ってきた。すでに第一期事業に着手していたものの，数量的

　にはとても十分なものではなく ，しかもその水利権の獲得には相当の苦労をしている

　時期であ った 。

　　だが巨大企業，独占資本の資本蓄積運動に対する障害は，早急にとり除かれねぱな

　らなか った。というのも ，次の第２期事業は「名古屋市南部の既成工業地帯と ，知多

　郡上野町 ・横須賀町および知多町地先にわたる ，いわゆる名古屋南部臨海工業地帯の

　うち，第２区埋立地（５９０万ｍ２）に進出が決定した東海製鉄への供給を意図するもの
　　　　８）
　であ った。」

という文早からみて，第二期事業の建設目的を明確に知ることができるのであ

る。

　しかも愛知県は，昭和３４年７月１６目に，ｒ工業用水２５万ｍ３ を１ｍ３ 当り４・０

円以内で，愛知用水から供給する協定を結び，とりあえずは第一期工業用水道

　　　　　　　　　　　９）
から供給することを約束」していたのである。したが って，第二期事業は，こ

の２５万 ｍ・／日を中心とした給水計画でたげれぱならず，これをうげて愛知県

は昭和４３年度までの需要量目標を目量２５万９，２００ｍ３（毎秒３・０ｍ３）を第二期事

業の計画給水量としたのである 。この目量２５万９
，２００ｍ３ という数字を年に換

算すると ，７，７７６千ｍ・ （目量 ×３００）とたり ，計画給水量は第一期事業に比して

その３倍に増加しているのである。しかも，実施期間は僅かに３年，新観水源

がいまだ確保できていないという状況で，この事業計画は実施に移されねばた

らなかったのである 。

　２５万ｇ，２００ｍ・１日の工業用水を確保するために考えられた当初の具体案は次

のようなものであった 。

　　　「取水河川　　木曽川（表流水）

　　取水条件　　濃尾用水頭首工の完成までは，かんがい期間は，今渡地点において平

　水量（毎秒１７ｍ３）を越えた流量から最大毎秒１１５ｍ３ を， 完成後は年間を通じ，今

　渡地点において毎秒１００ｍ３ （操作観程基準水量）を越えた流量から最大毎秒１１・５ｍ３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１５１）
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　を取水する。たお水利権の取得については，愛知用水の取水と別途に，県が申請する

　考えである 。

　　導水方法　　愛知用水幹線水路の通水余裕時を利用して最大毎秒１１５ｍ３ をつぎの

　専用調整池へ導水する。調整池の利用は佐布里池 ・七曲池 ・鎌ヶ谷池の３池を建設
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
　　し，上記の導入水を調整して必要な給水量を確保する 。」

　つまり ，愛知用水の操作規程基準水量を越えた流量を取水し，その余裕水を

専用調整池へ導入して必要な給水量を確保するというきわめてきびしい状況の

もとで，第二期事業を開始するという方策をとらねはならなかったのである 。

とはいえ，余裕水については毎秒１１５ｍ３ という最大限ともいえる取水条件

が考えられており ，ここには地方公共団体が，東海製鉄をはじめとする巨大企

業のための工業用水を懸命に確保しようとする姿勢がありありとみうけられる

のである 。

　こうしたきびしい見通しと条件のもとに，第二期事業は昭和３６年４月からは

じめられたのであるが，この苦しい状況は，目本資本主義の高度経済成長とい

う当時の杜会経済構造の変化によっ て一挙に解決されることになるのである 。

　その具体的な内容は次の文章によっ て端的に表現されている 。

　　　「農業用水受益面積が３万６７５ｈａから ，３７年１２月に２万３，６８６ｈａに減少したた

　め，その滅少分に相当する農業用水の余剰を生じた。したがって，夏期にあ ってはこ

　の余剰水を，また，夏期以外の期問にあ っては木曽川自流たらびに牧尾ダムより発電
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
　用に放流された水を，県営工業用水道第２期事業の工業用水に転用　　（以下略）」

　すなわち愛知県およぴ愛知用水公団は，農業用水から毎秒３０ｍ・ を工業用

水へ転用することを考えたのである 。

　くりかえし述べることにたるが，高度経済成長政策は，臨海工業地帯におげ

る重化学工業化とたらんで，農山村地域においては農業構造およぴ林業構造の

改善事業をおしすすめた。すなわち生産者米価を低水準におしととめることな

どによっ て， 小貧農の切り捨て政策を展開し，生産手段である農地から労働力

を引き離して工業地域にたいして低賃金労働力を供給させる一方で，他方では

内陸工業用地を拡張する可能性を生み出すと共に，農地に附随している用水利

用権を無用化することによっ て， 工業用水確保の途を拓り開いたのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１５２）
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　ここ知多半島をはじめ，旧来愛知用水を利用してきた農業地域もその例外で

はたかった 。

　こうして余った農業用水は，もし水路さえ確保されれぼ，容易に工業用水へ

と転用することが，物理的にではたく ，杜会経済関係を変化させることによっ

て可能となるのである。あるいは，こうした工業用水確保のための政策が国家

によっ て展開されるとす汕ま，農民に愛知用水の建設費を負担させることは ・

もともと無理なのであり ，世界銀行が地方公共団体等にその負担を転化させた

のも，かかる見通しがあったと考えても不自然なことではない。そしてまた ・

農業用水の工業用水への転用は，巨大た独占資本にとっ ても大いに歓迎すると

ころであ った 。

　ところが，この工業用水確保については，別の新しい問題が生じた・それは

水源県である岐阜県との交渉が難渋したことである 。

　この交渉は相当長ぴくが，昭和３９年７月２７目に「将来東濃用水など（毎秒５７

ｍ３ 以内）をも充足するように補給することを条件として合意に達し・これに基

づいて公団が従来取得していた水利権は，３９年９月５目，岐阜県知事からの

「木曽川水系木曽川筋の水利使用の変更許可」に伴う命令書により ・毎秒３
・Ｏ

ｍ・の追加取水がつぎのとおり変更承認された 。

　かんがい期　工業用水 ・毎秒３，６９３ｍ３，上水道 ・毎秒１ ・Ｏ０７ｍ３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ２）
　非かんがい期　工業用水 ・毎秒３，６９３ｍ３，上水道 ・Ｏ・８７７ｍ３」

　この結果，３９年１２月２８目 ，公団理事長より ，愛知県知事あてにｒ愛知県工業

用水第２期事業に係る工業用水の取水について」の書簡によっ て， 追加工業用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ３）
水量は，年間約９，ＯＯＯ万 ｍ３ と定められたのである 。

　昭和４０年７月，関係各省の出先機関と関係各県との協議機関である「木曽三

川協議会」は，　「木曽川三川水資源開発計画」を策定するが，その内容は第２

表にみられるように木曽川の水を工業用水として大いに利用するというもので

あっ た。

　すなわち，昭和３８年段階ではまだ６５劣が農業用水として利用されていた木曽

川も，昭和４５年にたると，工業用水としての利用比重が大きくたって農業用水

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１５３）
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第２表昭和４５年木曽川使用用水量計画

昭和３８年毘在 昭和４５年目標

上水道１工業用水！
農業用水１計 上水道１

工業用水
１農業用水１計

使用水量（Ｂ）
（億ｍ３

．４０

１． ９７ ８． ３６ １２．７３ ８． ８６ １０．８９ ８． ０９ ２７．８４

（Ｂ）／（Ａ）％ ２． ３ １． ８ ２． ９ １２．００ ８． ３０ １０．３０ ７． ６０ ２６．２０

百分比
１…１ １５．５０ ６５．７０ １００．００ ３１ ．８０ ３９．１０ ２９．１０ １００．００

『愛知用水史』，ユ１７ぺロジ 。

利用との位置が逆転してしまうのである。つまり ，工業用水としての利用が３９

劣とたって第一位になり ，農業用水は２９劣で，第二位になっているのである 。

当然のことたがら，このことは愛知用水を工業用水中心とした利用に転換する

ことが背景にあったのである 。

　しかも・工業用水の大口需要者である東海製鉄では，ｒ４２年６月６日 ，第２

号高炉の火入れが行なわれ，第３号高炉は同年度中に着工，４９年５月に完成の
　　　　　　　　　　　　　１４）
予定で工事が進行中であった。」のである。こうした大口需要者は東海製鉄を

中心としながらも，当時名古屋臨海工業地帯に進出してきた数多くの工場につ

いてもいえることであり ，新観工業地帯の造成，それにみあった工業用水の確

保という点から，愛知県では第二期事業を早急におしすすめねぱならなかった

のである。したがって愛知県では，　「４０年より目量２０万 ｍ３ の第３期事業に着

手するとともに，これに必要な水利権として，毎秒２，２１８ｍ３（目量２０万ｍ３）と ，

前に述べた第２期上水道拡張事業の毎秒１５８７ｍ・，計毎秒３８０５ｍ３ につき追
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ５）
加取水の早期解決について，４２年３月，公団に依頼した。」という経過をたど

るのである 。

　だが，この追加取水については次のようた困難があ った 。

　第一には，前回の毎秒３．Ｏｍ３ 転用によっ て， すでに水不足ということがい

われていたが，今回の追加取水では，たとえ農業受益面積が２万３，６８６ｈａか

ら１万５，ＯＯＯｈａに減少したとしても，水不足の傾向は増大するであろうこと 。

第二は，この追加取水を確保するためには，兼山取水条件の緩和が絶対条件と

たるが，下流利水施設の現状ならぴに発電業者の同意を得ることが困難である

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１５４）
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こと。その他に，都市用水から一時期に転用するという問題，あるいは関西電
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
力との減電補償などという厄介な間題があ ったのである 。

　しかし，どのような困難があろうとも，東海製鉄のために工業用水は確保し

なげれぱならなか った。われわれは，愛知用水公団および愛知県，あわせて国

家行政の諸機構がそのためにどのような努力をしてきたかをつぶさに見ておこ

う。

　　　ｒ水需要の事情は，目に目に緊迫の度を加えているので，公団は，愛知県と協議の

　うえ，上記１に関し，中部地建と話し合いのうえ岐阜県と非公式な事務的折衝に入 っ

　た 。

　　まず，第１に水利権付与の根本問題である水不足を解消する方法としては，岐阜県

　も参加して採用と決定した木曽三川協議会の基準年次に，公団年次を変更することを

　申し入れたが，岐阜県当局としては，県内に設置した利水協議会において種々検討を

　行な ったが，従来からの水利権取得の経過もあり ，また，基準年次変更の前例もない

　たどの考えから容認するに至らなか った。したが って ，公団は中部地建からの勧告も

　あ って従荊どおりの許可条件のもとで，かんがい期毎秒３，８０５ｍ３，非かんがい期毎

　秒３，９１８ｍ３（各期かんがいを含む）の追加敢水に対する水利使用変更許可の申請を

　建設省あてに行ない，中部地建の協力の下に協議を行な った結果 ，４２年１１月１４目 ，同

　局長佐々木正文を立会人として ，岐阜県はつぎのような条件を付けて公団および愛知

　県の要請を了解した 。

　　岐阜県は，前回の毎秒３．Ｏｍ
－３

転用時と同様ｒ東濃用水等の ，水源事業の実施に当

　た って ，愛知県が治水利水上の受ける利益を考慮し，これに協力すること。また，公

　団も十分協力すること。」の条件を付した 。

　　 この了解に基づき ，４３年３月２９目 ，水利権使用変更に関する河川法（第２３条）によ

　る許可があ った。しかし，建設省はこの水利権の承認に当た って ，あらかじめ関西電

　力の同意を求めてきたので会杜と協議に入ったが，会杜は毎秒３．Ｏｍ３ 転用時のいき

　さつもあ って容易に進展をみず，強く前回のような減電補償によって解決する方法を

　拒否し，別途水源による補償の要求を行な ってきた。愛知県および公団としては，金

　銭補償を拒否するなら電力自身で補償する方針を固め，名古屋通産局とも協議し，さ

　らに中部電力株式会杜に協力を求めるなど話し合いを進め ，４２年１２月２８目 ，関西電力

　との問で，今後水源措置を伴わない追加取水 ・転用取水を行なわないこと ，水源措置１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
　の具体策などの確定を条件として協定の同意が得られた。」

　このことは，いわぼ工業立地の無政府性に照応した工業用水確保の無政府性

であり ，独占資本は国家権力を行使するかたちで必要工業用水量を確保してい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１５５）
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くのである。したがって，ここでは用水利用に関する地域住民の民主主義的運

営といったことは消失し，あるのは，ただ独占的大資本の蓄積運動にたいする

地方公共団体および国家諾機関の全面的動員ということである。こうした国家

行政諸機構問の相互調整，国家独占事業問の調整，地方公共団体の調整，こう

した行政上の調整と法制上の諸措置を講ずることによっ て私的独占企業の資本

蓄積上におげる諸障害を，いわは強権的移態でもっ て除去していくメカニ ズム

の存在を鋭く凝視しなげれぽならない 。

　かくして愛知用水工業用水道事業の第二期事業は，昭和４０年４月からはじめ

られるが，それとても第二期事業と同様，事業開始の当初においては，予定取

水量を確保できるという見通しがないままの見切り発車であったのである 。

　やや脇道にそれるが，こうした強権的な水収奪は，愛知用水道にかかわる納

付金の負担をめぐっ て， 農民から大きた不満が生じたのも当然のことであった 。

　愛知用水事業にはじめるにあたっての運動，建設費に対する援助費請願運動，

そして工事にさいして安い価格で用地を提供したのは，いずれも農民であった 。

したがって，愛知用水利用の比重が農業用水から都市用水へと移れぱ，農民の

負担金を削減し，都市用水利用者が負担すべきだという要求が農民の中から出

てくるのは必然的であった 。

　農民の負担費用は当初１反あたり３万円であ った。もっとも農民が反当３万

円を負担しても，工事費増などあ って，とても償却できる金額ではなかったげ

れども，そうした経緯から，農民は昭和３９年まで支払を延期していた。土地改

良法にもとづく「土地改良区」とのとりきめで，昭和４０年から４１年までは暫定

的に１０アールあたり１，０００円を支払うということになり ，や っと ，昭和４２年１２

月に１反あたり４万円，支払方法は１０アールあたり２，２００円とし，これを１８年

　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
問支払うということで和解したという 。ちなみに，農業用水利用の変化につい

てふれておくと，かつて計画農業受益面積３万３，０７１ｈａであったものが，３万

６７５ｈａと変更され，昭和３７年１２月には２万３，６８６ｈａに減少し，そして将来に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
おいては１万５，ＯＯＯｈａまでになるという予想までたてられるに至るのである 。

ここでは，農業破壊と水収奪とが，巨大工業資本の蓄積運動にまさしく関連し

　　　　　　　　　　　　　　　　（１５６）
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たものとしてあらわれているのである 。

　　ユ）　ｒ愛知用水史』（資料編） ，愛知用水公団 ・愛知県，昭和４３年９月３０日 ，３６０～３６１

　　　ぺ一ジ 。

　　２）『愛知用水史』，同上，４９９ぺ一ジ 。

　　３）同上 。

　　４）ｒ県営水道事業及び工業用水事業概要』 ，愛知県水道局，昭和４７年７月２７目 ，２１

　　　へ一シ 。

　　５）拙稿，「中京工業地帯におげる工業用水問題（Ｉ）」，ｒ立命館窪済学』 ，第３１巻 ，

　　　第５ ・６号 ，１９８３年２月 ，２８ぺ一ジ。たお，原数字は，ｒ愛知用水史』（資料編） ，

　　　３５９ぺ一ジによる 。

　　６）ｒ愛知用水史』 ，前出 ，２１１ぺ一ジ。なお，この数字と注５）の数字とでは一日の

　　　給水量で２，ＯＯＯｍ３の差があるが，問題の本質にかかわる差ではない 。

　　７）　『愛知用水史』 ，前出 ，６１４ぺ一ジ 。

　　８）　ｒ愛知用水史』，前出 ，５０２～５０３ぺ一ジ 。

　　９）　同上，５０３ぺ一ジ 。

　　１０）　同上，５０４ぺ一ジ。なお，引用文中にある「頭首工」とは，湖沼，河川などか

　　　ら用水路へ必要た水を引き入れるための施設で，普通，堰と敢水用水門およびそ

　　　れらの付属設備のことである 。

　　１１）　同上，５０５ぺ一ジ
。

１２）同上，５０５ぺ一ジ 。

１３）　同上，５０６ぺ一ジ参照
。

１４）　同上，５１８べ一ジ
。

１５）　同上，同ぺ一ジ 。

１６）　同上，５１８～５１９ぺ一ジ参照
。

１７）同上，５１９，５２０ぺ一ジ 。

１８）水資源開発公団愛知用水総合管理所でのキキトリによる 。昭和５１年２月２３目 。

１９）　ｒあいちの水一水不足にそたえて一』，愛知県企画部水資源対策室 ，１９７５’年５

　月 ，１３ぺ一ジ。なおここでは，愛知県の工業用水最大取水量は８，Ｏ０９ｍ３
／ｓ とた

　っ ている 。

第５節　県営工業用水道の建設間題（２）

愛知県においては，所得倍増計画ならぬ工業生産力４倍増計画を実施し，と

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１５７）
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くに名古屋南部臨海工業地帯では，立地企業の本格的な稼動がはじまると，と

ても第二期事業までの給水量では，工業用水をまかなうことはできなくな った 。

かくして，第四期事業が昭和４５年から開始され，昭和５２年に完工する予定とし

てはじめられるのである。この事業内容は１目に３０万立方米を給水するという

ものであり ，総事業費も２２５億８，ＯＯＯ万円という巨大事業であ った 。

　ちなみに，名古屋臨海工業地帯におげる工業用水需要量は，第３表にみるよ

うた驚くべき伸び率を示すのである 。

　昭和４０年を基準とすれぱ，同４３年にはすでに約２倍となり ，４８年には約３倍

増になっている。また，第４表からみても，淡水総使用量は昭和４０年を基準と

して，同４３年には約１．５倍，同４８年には，約３．６倍とたっている。多くを語る

必要はない。重化学工業の高度成長（資本の強蓄積）に対応した工業用水確保と

供給の実績がこのようた数字としてあらわれてきたのである 。

　われわれは，工業用水の確保が，主として愛知用水の利用転換，つまり農業

用水から工業用水への利用転換によっ ておこなわれてきたことを知っている 。

第３表愛知用水工業水道事業
　　　による工業用水需要量

■　　　　　’　　　　１　’　　　　■　　１　　■　，　　「　　　’

年次
１工業徽酉要量

Ｉ淡水総使用量
昭和４０年

ｍ３／日
１臭轟殆１回収水が／目

２０８，８９６

４１年 ２３１ ，４５６
昭和４０年 １， ４３０，６２４ ２４２，８３６ ６７８，７２５

４２年 ３３６，２８８

４１年 １， ４８０，５０６ ２５１，８０６ ８３８，８９１

４３年 ４１２，１４０

４２年 １， ８０９，１３０ ３５８，５９４ １， ０５０，９３４

４４年 ４４８，０３２

４３年 ２， １４３，２１０ ４１９，３５９ １， ２６５，７４２

４５年 ４７７，６７２

４４年 ２， ８５６，０５９ ４９１ ，８４４ １， ８９２，１９０

４６年 ４７７，６７２

４５年 ３， ２０６，０９６ ５０４，１６０ ２， ２６６，８２６

４７年 ５６３，３７６

４６年 ４， ２６１ ，８８４ ５０８，０９４ ３， ３１５，３８８

４８年 ６２７，８８８

４７年 ４， ３４１ ，０８５ ５４４，６６３ ３， ３４１ ，０８５

４９年 ７０１ ，６８８

４８年 ５， １９８，４２４ ３６６，８１４※ ４， ２４１ ，３０９

４９年 ５， ４８４，２２２ ６２３，４１０ ４， ５２３，０４３

・・年１
８４５，６００ ５０年 ５， ９１０，５２４ ６２４，８９７ ５， ＯＯＯ，９５０

愛知県水道局『愛知県営愛知用水

工業水道事業概要書』昭和５０年４月 。

２３ぺ一ジ 。

なお，昭和４５年と４６年が同一数字

になっているので，多分ミスと恩わ
れる 。

第４表　名古屋工業地区におげる
　　工業用水（淡水）使用量推移

出所　通産省『工業統計表』（用地用水編），各年版より 。

注）ちなみに，名古屋工業地区とは，名古屋市，常滑市 ，

　東海市，知多市，弥富町，飛島村の地域である 。
※　昭和４８年における工業用水道の使用量が大幅に減少して

いるが，同年には上水道使用量が，２０万ｍ３／日も増大して

いる。これは統計上のミスと推察されるが，そのままにし

ておいた 。

　（１５８）
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そこで，その過程を水利権の取得過程として，もう少し詳しく分析しておきた

い。 次の第５表は，昭和３５年から昭和４９年にかげての水利権取得遇程を示した

ものである 。

　第５表からわかることは，愛知県におげる工業用水としての水利権は，昭和

３９年，４３年，４７年と取得され，若干の内容変更をともないながら，昭和４９年

には矢作川分も含んで９・６４８ｍ３／ｓ となっている。これは昭和３５年当初Ｏ．６９３

ｍ３／ｓの実に約１４倍というすさまじい増加率を示している。これに対して ，

愛知県の農業用水は，昭和３５年当初２６，７７０ｍ３／ｓであったが，昭和４９年には

２０，１８４ｍ３／ｓへと，および２５％の滅少をしている。農業用水の減少量が工業用

水の増大量に対応していたいのは，新たた水源確保によるものと考えられる 。

しかしながら，農業用水の受益面積についてみると ，昭和３５年に３２，１３０ｈａで

あっ たものが，昭和４３年以降は１４，５０９ｈａへと半分以下に減少していることが

わかる。つまり ，その分だげ工業用水へと転用されたことがわかる 。

　次に，その実態はどうであ ったか，愛知用水の年度別用途別使用水量を検討

してみよう 。第６表がそれである 。

　まず，愛知用水による用水使用総量からみると ，昭和３７年に８７，５３３千立方米

であったものが，昭和４９年には３４４，７８０千立方米へと，約４倍増とたっている 。

この数字だげからすれぱ，まさしく ，愛知県の４倍増計画に対応しているとい

えそうであるが，問題は別のところにある。工業用水についてみると ，昭和３７

年には３２，３９６千立方米であったものが，昭和４９年には岐阜県分もあわせて，た

んと１９９，１５２千立方米，すなわち６倍増にもなっていることである。また量的

には工業用水のおよそ３分の１であるが，上水道用水は，この間に約８倍増に

なっ ている。こうした状況から当然に推察できることであるが，農業用水は昭

和３７年の４５，５２６千立方米から昭和４９年の７６，１８４千立方米へと，徴増しているだ

げである。その結果，愛知用水の用途別使用量は，昭和３９年までは農業用水が

主であ ったが，昭和４０年を境に工業用水が中心となってきているのである。も

っとも，上水道用水の量も，昭和３７年には約３０劣であったものが，昭和４９年度

では３８％となり ，漸増の傾向にあることを見過してはならない 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（１５９）



３４ 立命館経済学（第３２巻 ・第２号）

　　　　　　　　　　　第５表愛知用水関連都市用水等

取得年月目 Ｓ． ３５．６．１０ Ｓ． ３９．９．５ Ｓ． ４０．３．３１ 　　　．４３．３．１８

区分
（創　　　設）

（妾水３ｍ袴）
（可児工水）

（孟 ８０５ｍ３多１）

夏
１． Ｏ０７ １． ５８７

水道用水

（１，００７） （１ ，００７） （２，５９４）

愛知県

冬
Ｏ． ８７７ １． ３２８

（Ｏ．８７７） （Ｏ．８７７） （２，２０５）

夏
Ｏ． ６９３ ３． Ｏ００ ２． ２１８

愛知県
冬

（３，６９３） （３，６９３） （５，９１１）

工業用水

岐阜県
夏 Ｏ． ３００ Ｏ． ２００

●久

、

（Ｏ．５００）

夏
２６．７７０ ２３．７７０ （２３，７７０） （２０，１８４）

愛知県

（３２，１３０ｈａ） （２３，０２３．２ｈａ） （２３，０２３．２ｈａ） （１４，５０９．２ｈａ）

冬
Ｏ． ３７２

農業用水

夏
１． ８３０ （１ ，８３０） １． ５３０ １． ３３０

岐阜県

（８４７ｈａ） （４８７．７ｈａ） （４８７．７ｈａ） （４８７・７ｈａ）

冬
Ｏ． ５６６

（０，５６６） （０，２６６） （０，０６６）

上・ 工水で 上・ 工水に分割

夏　１．７ｍ３／ｓ

備　　　考 冬ユ．５７ｍ３
／ｓ

農水愛 ・岐で 農水愛 ・岐で 農水愛 ・岐で 農水愛 ・岐で
２８．６ｍ３／ｓ ２５．６ｍ３／ｓ ２５．３ｍ３／ｓ ２１ ，５１４ｍ３／ｓ

注）愛知県水道局工業用水課調ぺ（昭和５１年２月２３目）

　つづいて，われわれは愛知用水工業用水事業計画におげる建設資金計画を検

討しておこう 。第７表は，その資金計画の推移である 。

　まず，第一期事業であるが，これは水資源開発公団債（旧愛知用水公団債）が

８割近くに達しており ，この内容が世銀からの借款によるものであることはす

でにみておいたところである。そして，この借款は，とにかくも農業用水とあ

わせて工業用水道の建設という一重の性格をもっ ていた。したがって，工業用

水道はたんに既存の名古屋工業地帯への　般的な給水を意図したものであ った

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６０）



中京工業地帯におげる工業用水問題（皿）（杉野） ３５

水利権取得変遷表

↓ ↓

Ｓ． ４７．７．１７　　Ｓ ．４８．１０．１　　　Ｓ ．４９．２．６

（姦６１ｍ３

全）（雛鉄）（鵠総蓬）
Ｏ． ５１２

（３，１０６）

Ｏ． ４３５

（２，６４０）

２， ０９８

（８，００９）

（Ｏ．５００）

（３，１０６）

（２，６４０）

　２，４９６

（８．Ｏ０９）

〔１０，５０５〕

（Ｏ．５００）

１， ３６９

（３，９６３）

１， １６４

（３，３６９）

１， ２４１

（７，１５２）

〔９，６４８〕

（Ｏ．５００）

３．

４．

（単位 ：ｍ３／ｓ）

備　　　　　　　考

（）は累計水量

農業用水（）のｈａ 表示は受益面
積

夏：５／１～１０／３

冬：１０／４～４／３０

〔〕は矢作分を含む

（２０，１８４）　　（２０，１８４）　　（２０，１８４）

（１４，５０９．２ｈａ）　　　（１４，５０９．２ｈａ）　　　（１４，５０９．２ｈａ）

（０，３７２）

（１ ，３３０）

（４８７．７ｈａ）

（Ｏ．０６６）

（Ｏ．３７２）

（１ ，３３０）

（４８７．７ｈａ）

（Ｏ．０６６）

（Ｏ．３７２）

（１ ，３３０）

（４８７．７ｈａ）

（０，０６６）

同　　左 同　　左 同　　左

し， 工業用水価格と上水道価格との対比，井戸水利用との関係が間題とされた

のであ った 。

　けれとも，東海製鉄への工業用水供給を主内容とする第二期事業になると ，

その資金調達は，地方債，それも会杜引き受げによるものが中心となってくる 。

ところが，第三期事業はこうした会杜引き受げによる地方債の発行はなくなり ，

これにかわってｒ企業廣」というものが相当の比重をもっ てあらわれ，水資源

開発公団債の比重も大きくたってくる。この「企業債」は，その名称からみて

　　　　　　　　　　　　　　　　（１６１）



３６ 立命館経済学（第３２巻 ・第２号）

第６表愛知用水の

年度

　３７

　３８

　３９

　４０

　４１

　４２

　４３

　４４

　４５

　４６

　４７

　４８

　４９

１３カ年平均

　（％）

３７年次計画

　　（％）

４０年次以降計画

　　（％）

４３年次以降計画

　　（％）

４８年次以降計画

　　（％）

農業用　水

水　田

３７．２００

５４．９００

８１ ．５００

６２，Ｏ００

６５，ＯＯ０

７１ ．６７０

６２．７００

６７．４０５

５５．１８４

５６．３００

５８．９０９

６９．１９１

６０．８５４

６１ ，７７５

１００，２９２

７７，３９１

５８，６７５

５８，６７５

畑

８． ３２６

８． １４６

１４．２３６

１１ ．０７９

１０．５９２

９， Ｏ００

８． ６９４

８． ８００

１０．９４５

１０．３２０

１１ ．８３４

１３．７２５

８． ５９０

１０，３３０

４９，２５６

３３，９５３

１２，８５０

１２，８５０

計

（１０３ｘｍ３）
　（５２．Ｏ）

４５．５２６

６３．０４６

９５．７３６

７３．０７９

７５．５９２

８０．６７０

７１ ，３９４

（２６ ．５）

７６．２０５

６６ ．１２９

６６．６２０

７０．７４２

８２，９１６

（２０．１）

６９．４４４

７２，０８５

（３０．３）

１４９，５４８

　（７６ ．９）

１１１ ，３４４

　（４２．８）

７１ ，５２５

（２１ ．３）

７１ ，５２５

（１４ ．７）

水道用水

（１０３ｘｍ３）
（１１ ．０）

９． ６１１

１２．５５８

１６．３８３

１７．１２６

２０．３６４

２５．６４６

２７，７８４

（１３ ．３）

３８．３６４

５３．２４２

５７．３０６

６４．２９８

６８，９４６

（２２．１）

７６．１８４

３７，５２４

（１５ ．８）

２３，１６０

（１１ ．９）

２３，１６０

　（８．９）

６２，６７２

（１８．６）

９６，７８８

（１９ ．８）

工業用　水

岐阜１愛知

　８６９

３． ７１９

５． ９５５

７． ７１９

１１ ．５８７

１２．５７９

１４．２１４

１３．９７６

１３．４９５

１３．７０６

７， ５２４

９， ４６１

１５，７６８

１５，７６８

３２．３６９

３７．２１５

５４．７６５

７４．３８６

８１．２１３

１１０．７６８

１３６．７９３

１６１．２３２

１６６．５９９

１６４．０４４

１８２．７８５

１８１ ．９３３

１８５．４４６

１２０，７３７

２１ ，８４０

１１６，４４８

１８６，４０９

３０４，２５９

計

（１０３ｘｍ３）
　（３７．０）

　３２．３９６

３７．２１５

　５４．７６５

７５．２５５

８４．９３２

１１６．７２３

１４４，５１２

　（６０ ．２）

１７２．８１９

１７９．１７８

１７８．２５８

１９６．７６１

１９５，４２８

　（５７．８）

１９９．１５２

１２８，２６１

　（５３ ．９）

２１ ，８４０

（１１ ．２）

１２５，９０９

　（４８．３）

２０２，１７７

　（６０．１）

３２０，０２７

　（６５ ．５）

会杜引き受け債と同じように理解されやすいが，その内実は，大蔵省や公営企

業金融公庫などの国家財政資金による公債発行であり ，国家資金の投入にほか

ならたい 。

　企業債の比重は，第二期を経て第四期事業になると，いっそう大きくたり ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６２）



年度別使用水量表

中界工業地帯におげる工業用水問題（皿）（杉野）　　　　　　　　　３７

　　　　　　　　　　　　（水資源開発公団愛知用水総合管理所調へ）

合　計

（１０３×ｍ３）
　（１００．０）

　８７．５３３

１１２．８１９

１６６ ．８８４

１６５．４６０

１８０．８８８

２２３．０３９

２４３ ，６９０

　（１００．Ｏ）

２８７．３８８

２９８．５４９

３０２．１８４

３３１ ．８０１

３４７，２９０

　（１００．Ｏ）

３４４．７８０

２３７，８７０

　（１００ ．Ｏ）

１９４，５４８

（１００ ．Ｏ）

２６０，４１３

（１００ ．Ｏ）

３３６，３７４

（１００ ．Ｏ）

４８８，３４０

（１００．Ｏ）

かんがい実施面積

水　田

７， ８３８．１

８， ２５２，３

１０，１７１ ．４

７， ８１３．６

８， ４１５ ．７

９， ０２４．１

８， ７９４．６

８， ７２２．９

８， ２６０．２

７， ８３３ ．０

７， ２４６ ．７

７， ９３７．２

７， ６７４ ．２

８， ３０６ ．５

１９ ，１３６ ．５

１５ ，６６３ ．２

１２，１１２．７

１２，ユ１２．７

畑

１， ９５８．９

１， ３６５．５

１， ９７０．６

１， ５６４．７

１， ５０２．３

１， ６７２．５

１， ３９４．３

１， ２２０．５

１， ７５５ ．４

１， ６３５．６

１， ５０５ ．０

１， ６０９ ．７

１， ２３０．３

１， ５６８ ．１

１１ ，５３８．４

７， ８４７．７

２， ８８４ ．２

２， ８８４ ．２

計

９， ７９７．０

９， ６１７，８

１２，１４２．０

９， ３７８．３

９， ９１８ ，０

１０，６９６ ，６

１０，１８８．９

９， ９４３，４

１０，０１５．６

９， ４６８．６

８， ７５１ ．７

９， ５４６ ．９

８， ９０４．５

９， ８７４ ．６

３０，６７４．９

２３ ，５ユＯ ．９

１４，９９６ ．９

１４，９９６ ．９

記　　　　　　　事

（１）水道伸率（４９年／３７年）

　　　７６，１８４
　　　　　　　：７．９３倍
　　　　９，６１１

（２）工業伸率（４９年／３７年）

　　　１９９，１５２
　　　　　　　：６．１５倍
　　　３２，３９６

（３）工業愛知伸率

　　　１８５，４４６

　　　　　　　－５７２倍
　　　３２，３９６

工業用水３．ｏｍ３
／ｓ 転用

都市用水４，ｏ０５ｍ３
／ｓ 転用

矢作川専水量を含む

建設資金に占める比重も６割強となってくるのである。さらにまた，第二期事

業から第四期事業にかげて，国庫補助が１５～１７劣近くあることは，その利用が

特定の企業に限られているだげに，いわぱ公的資金の私的転用とみてもよかろ

う。 そしてこのことが，私的転用という現象をもちえないのは，事業そのもの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ６３）



３８

　　　　　　　立命館経済学（第３２巻 ・第２号）

第７表愛知用水工業用水道建設資金計画（第一期～第四期）

第一期事業（三詰） 第二期事業（三１１） 第三期事業（瑚 第四期事業（三釜）

地方公共団体負担 ７， ５９５ ０． ５ ６０６，０００ ６． ０ ３７１，６６１ ４． ８ ７０２，１０８ ４． ４

国庫補助
３３１，５００ ２２．６ １， ４８６，７００ １４．７ １， ３２５，３００ １７．１ ２， ５３７，３２０ １５．９

水資源開発公団債 １， １２５，３５２ ７６ ．６ ２， ６９１，８５１ ２６ ．７ ３， ０５０，７７２ ３９ ．４ ２， ７２８，８９８ １７．１

地方債 鰐■欝 一 ・
１， １３５，０００ １１ ．３

一 Ｉ 一 一

・ 一
４， １１９，５９０ ４０．８

・ 一 一 ・
企　　業　　債

一 □ 一 ■
２， ９４３，２００ ３８．Ｏ ９， ９５７，５００ ６２．３

工場分岐負担金
一 一

４９，０８３ ０． ５ ５２，８００ ０． ７ ５７，３３６ ０． ３

雑　　収　　入 ４， ２２２ Ｏ． ３
一 一 一 一 ■ ■

合　　　　計 １， ４６８，６６９ １００．０ １０，０８８，２３０ １００．０ ７， ７４３．７３３１００．０ １５，９８３，１６２ １００．０

（単位 ：千円）

　「愛知用水工業用水道事業概要書』昭和５０年４月，愛知県水道局。ｐ．４，ｐ．６，Ｐ．１５，Ｐ．ユ９より 。
　ただし・第二期事業の合計における不突合は原表のもの。構成比率は杉野が算出した 。

が・ ｒ愛知県営」という公共的形態での事業であり ，かつ，工業用水道の建設

という特定地域に特化しながらも杜会的性格をもっ た物質的生産力の増強を内

容とするものであったからである 。

　かくして，愛知県ではその
　　　　　　　　　　　　　　　　　　第８表愛知県工業用水道事業計画概要

重化学工業化政策と並行しな

がら工業用水道事業を昭和３３

年以降，急速におしすすめて

くるが，昭和５０年段階におげ

る愛知県営の工業用水道計画

は次の第８表のようにな って

し・ る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　愛知県水道局『愛知県営水道 ・工業用水道事業計画図』（昭和

　われわれが，第８表を掲げ　　５０年４月）より 。

たのは以下の理由によるものである 。

　つまり ，われわれは主として名古屋南部の重化学工業化に関連させて，愛知

用水の工業用水化の過程，工業用水道事業の経過をみてきた。この歴史的過程

は， 愛知用水の基本的性格を農業用水から工業用水へと転換させる過程であ っ

たが，これが愛知用水という個別的た事例であるのかどうかという検討は，な

お残されている。したがって，重化学工業化が急速にすすめられた愛知県の他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６４）

事　　業　　名 給水量 ｍ３／目 年度

愛知用水工業用水道（１期） ８６，４００ ３３～３６

〃　　　　（２期） ２５９，２００ ３６～４０

〃　　　　（３期） ２００，０００ ４０～４７

〃　　　　（４期） ３００，０００ ４５～５１

西三河工業用水遣 ３００，Ｏ００ ４５～５４

東三河工業用水道（１期） ２７，０００ ４３～４４

〃　　　（２期） １２８，ＯＯＯ ４６～５３

名古屋臨海工業用水道（１期） ２００，０００ ４７～５３
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の地域，具体的には東 ・西三河工業地域にかかわって，明治用水，豊川用水な

どがどうなったのかということについても，一応の検討をしておく必要がある

からである。このことは，個別的な事例をそれ自体として把えるだげでなく ，

その　般的把握への展開でもあるのである。したがって，われわれは，この節

のまとめとして，愛知県営工業用水道事業の全体についても概観しておきたい

と思う
。

　まず最初に，愛知用水との関連で，名古屋臨海工業用水道についてみておき

たい 。

　さて，愛知用水の工業用水化は，すでに取水量にも限界があるなど多くの問

題を含んでいるので，昭和５０年段階では，第４期事業をもっ て一応の結末をつ

げるということが予想されていた。にもかかわらず，埋立地造成にともなう名

古屋西部 ・南部臨海部における巨大な諸工場の立地とその操業化は，さらに多

量の工業用水を必要とするに至った。かくして，名古屋臨海工業用水道（第一

期）事業が，昭和４７年からはじめられるのである 。

　この事業の目的は次のとおりである 。

　　「名古屋港管理組合によって工業用地の造成が進められている名古屋西部臨海工業

　地帯へ新規立地した企業ならぴに名古屋南部臨海工業地帯の既存企業およぴ新規立地

　企業に対し，１目２００，ＯＯＯｍ．３の工業用水を給水するものである 。

　　なおワ名古屋南都臨海工業地帯に対しては，愛知用水工業用水道から給水すること

　とＬているが，愛知用水幹線水路の工業用水依存量が昭和５１年で満杯となるため昭和
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
　５２年以降の需要増加分に対しては，当該事業より補給するものである 。」

　ちたみに，この名古屋臨海工業用水道（第一期）の建設については，国家に

よる補助対象となる総事業費が，８８億８，６００万円であり ，そのうち補助額は１７

億５，８８５万円で補助率２０劣とな っている。ところで，この工業用水道からの給

水先（予定）は，東洋 レーヨソ東海分工場へ４５
，２３２ｍ３／目を中心に，出光興産

１６，ｏｏＯｍ・／目，大同製鋼知多工場ｇ，６００ｍ３／目 ，東邦カス６，４８０ｍ３／目，二井

東圧化学名古屋工場４，９９２ｍ３／目，中部電力４，３２０ｍ３／日 ，三井物産（Ｂ地区）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
４， １７６ｍ３／目が，その主たるものとなっている。この点では，名古屋臨海工業

用水道も，巨大企業を中心とした給水が目的となっていることがわかる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６５）
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地区名

立命館経済学（第３２巻 ・第２号）

第９表衣浦工業地区立地企業

衣浦１号地

衣浦２号地

衣浦３号地

衣浦４号地

衣浦５号地

衣浦６号地

衣浦７号地

衣浦８号地

衣浦９号地

衣浦１０号地

　　企　業　名
中　　部　　電　　力ＫＫ

ブリヂストソ 液化ガスＫＫ

シェ ル石油ＫＫ
兼　松　江　商ＫＫ
ＫＫ中　山　製　鋼　所

日本化学工業ＫＫ
旭　　　硝　　　子ＫＫ

丸　　　　　　紅ＫＫ
日本 コーソスターチＫＫ

アミノ 飼料工業ＫＫ

碧南市開発公杜
トヨタ自動車工業ＫＫ
トヨタ自動車販売ＫＫ
中　　部　　電　　力ＫＫ

伊　藤　忠　商　事ＫＫ
ア　イ　 シ　 ソ　精機ＫＫ

東海電極製造ＫＫ
台糖 フアイザ ーＫＫ

日本金属工業ＫＫ
碧南市開発公杜
川崎製鉄ＫＫ三　　井　　物　　産ＫＫ

目　綿　　実　　業ＫＫ
浅　　井　　産　　業ＫＫ

日　綿　　実　　業ＫＫ
新　秋　木　材　業ＫＫ
ＫＫ坂　　巻　　商　　店

小野田セメソトＫＫ

愛知県衣浦港トラ ック事業（協）

昭　　和　　土　　木ＫＫ

加　　藤　　製　　油ＫＫ

東　　洋　　工　　業ＫＫ

川崎製鉄ＫＫ日　　本　　碍　　子ＫＫ

ＫＫ坂　　巻　　商　　店

内　　藤　　儀　　一
合名会杜丸良安藤商店
ＫＫ大　清　商　店

石川合板ＫＫ衣　浦　港　外　材ＫＫ

業種又は主要品名

電　　　　　　力
ＬＰＧ ・ＬＮＧ等配分

燃料 ・潤滑油 ・ＬＰＧ

ＬＰＧ ・重油等配分

製　　　　　　鉄
化　学　製　品
ガ　　　ラ　　　ス

食　　　　　品
コーソスターチ
配　合　飼　料

自　動車部品
自動車流通基地
変　　電　　所
食　品　　飼　料
自　動車部　品
カ　　ー　　ボ　　ソ

薬　　　　　　品
金　　　　　　属

製　　　　　　鉄
木　　　　　　材
木　　　　　材
特殊鋼サーピスセソター

木　　　　　材
木　　　　　材
木　　　　　材
セメソトサービスステー
ショソ

トラ ックターミナル
アスファルトプラソト

配合飼料 ・油脂
完成車配送 セソター
製

碍

木

木

木

木

合

木

　　鉄
　　子

　材
材（製材）

　材
材（製材）

　板
　材

１契約年月

Ｓ． ３９．２

Ｓ． ４７．３

Ｓ． ４７．３

Ｓ． ４８．３

Ｓ． ３６．６

Ｓ． ４２．１２

Ｓ． ４３．１２

Ｓ． ４３．５

Ｓ． ４３．５

Ｓ． ４３．５

Ｓ． ４４．３

Ｓ． ４５．３

Ｓ． ４５．３

Ｓ． ４５．９

Ｓ． ４５．１１

Ｓ． ４５．１１

Ｓ． ３８．１２

Ｓ． ４０．２

Ｓ． ４５．１２

Ｓ． ４６．１２

Ｓ． ３８．３

Ｓ． ４３．３

Ｓ． ４３．３

Ｓ． ４３．５

Ｓ． ４４．３

Ｓ． ４４．３

Ｓ． ４４．３

Ｓ． ４４．１２

Ｓ． ４４．１２

Ｓ． ４６．１０

Ｓ． ４７．３

Ｓ． ４７．４

Ｓ． ４２．４

Ｓ． ４５．１０

Ｓ． ４３．３

Ｓ． ４３．３

Ｓ． ４３．３

Ｓ． ４３．３

Ｓ． ４３．３

Ｓ． ４３．３

１譲渡面積

６６３，３０２ｍ２

２７７．０００

１６７．０００

１８４，Ｏ００

１９６．２３２

１６９．６７７

５９９．３９１

９８．２７４

９８．４９４

１６．６０５

６６．０００

３３０．５７８

３２７．７８３

１． ５８４

２２３．０４６

９９．３０６

２４６．１１６

２４８，３８２

１， ＯＯＯ，０００

２０３．４６８

２３１ ．４０５

１６６．６５２

８６．４８１

１５．４７３

１６．５２４

１６．５２０

１６．５００

５４．１９５

２３．８００

１２．６７８

１３．２２３

２２１，８３１

１， ３２２．３１４

　８７．５２４

　５
．２８９

　４
．７６０

　２
．９０９

　２
．９０９

　４
．３５７

　２
，５９７

（１６６）
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地区名 企業名 業種又は主製品名 契約年月 譲渡面積

半 田　港　運ＫＫ 荷 役 Ｓ． ４３．３ １１ ，８７９

衣浦１１号地 目本車靹製造ＫＫ 橋梁鉄骨 ・産業機械
Ｓ． ４８．３ ３３０，Ｏ００

沢田新田 目 東 産 業ＫＫ 研　削　砥 石 Ｓ． ４１．７ ２， ８７５

半 田 港 運ＫＫ 荷 役 Ｓ． ４１．９ １６ ，５６１

不 二 鉱 業ＫＫ
非金属鉱業

Ｓ． ４２．６ ４， ３１１

ＫＫ山 六 木 材 Ｓ． ４２．６ ３， ３６４

ＫＫ坂 巻　商　店 木 材 Ｓ． ４２．６ ３， ３６４

丸 幸 木 材ＫＫ 木 材 Ｓ． ４２．６ ３， ３５５

一一 井 物 産ＫＫ 木 材 Ｓ． ４２．６ １９ ，０８１

目 商 岩 井ＫＫ 木 材 Ｓ． ４２．６ １６ ，１６７

住 友 商 事ＫＫ 木 材 Ｓ． ４２．６ ７， ８０９

丸 紅ＫＫ 木 材 Ｓ． ４２．９ ８， ７５９

豊 しょ 　う油ＫＫ し　 ょ　う 油 Ｓ． ４２．１１ １１ ，６８３

日 東　産　業ＫＫ 研　削　砥 石 Ｓ． ４２．１２ ７， ６２０

愛知県企業局『衣浦港要覧』１９７３，付表による 。

　次に，われわれは衣浦工業地帯，つまり西三河工業地帯についてもみておく

ことにしよう。この西三河工業地帯においても，昭和４５年以降，工業用水道の

建設がはじめられ，すでに昭和５０年の段階では一部で給水がはじめられている 。

　さて，その西三河工業用水道についてであるが，その取水地点が明治用水頭

首工（豊田市水源町）であることからもわかるように，農業用水としての明治用

水からの一部転用がはかられたものである。その給水内訳は，衣浦地域の企業

に１目２０万立方米，トヨタ自動車工業を中心とする西三河北部地域の企業に１
　　　　　　　　　　　３）
目１０万立方米となっている。たお，総建設事業費は計２８１億６，６６１万円で，そ

のうち１７８億８，７５０万円が企業廣に拠り ，７７億５，８４０万円を国庫補助金で，そ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
して　般会計補助金出資金を２５億２，０７１万円ほど見込んでいる。念のために補

記しておくと，この衣浦地区の企業に対する給水料金は，一立方米あたり２０円

となっており ，これは他の工業用水道料金にくらべて割高とな っている 。

　ちたみに，この衣浦工業地区に立地してきた企業をみておくと第９表のよう

になる 。

　次に，東三河工業用水道について，その概略をみておくことにしよう 。

　　「東三河地域は ，・…・・昭和３５年頃から豊川市，豊橋市を中心に製鋼，電気機械，輸

　送機械等の企業が著しく進出してきた。加えて昭和３９年３月に三河港が重要港湾に決

　　　　　　　　　　　　　　　（１６７）



４２ 立命館経済学（第３２巻 ・第２号）

第１０表　愛知県営東三河

資金区分
第　　一　　期　　事　　業

総計画額
１・・一・・

国庫補助 ４０２，５００ ２４３，６００ １５８，９００ ３， ５１０，１００ ４１１，９００

県出資金等
２， １９５ １９９ １， ９９６ ２， ６５５，８９１ ４２９，３０４

起　債　等 ３８５，４８６ ６４，７５０ ３２０，７３６ ３， ５３４，０００ ２０，Ｏ００

水資源公団債 ３８７，８７４ ３８７，８７４ ０ １， ９８２，８４５ ７４４，３００

計
・・・・…１ ・・己…１

４８１，６３２ ・・・・・…１ １， ６０５，５０４

　　　　愛知県水道局ｒ愛知県営東二河工業用水道事業概要書』Ｓ５０ｐ３，６ぺ一ジより作製。

　定され，同３９年７月には工業整備特別区域に指定され，……また，愛知県企業局では

　昭和４０年から重要港湾三河港を中心に蒲郡，神野及び田原の臨海部に３，８００万平方米

　に及ぶ臨海工業地帯の造成を進めており ，すでに現在までに５５９万平方米の造成が完

　了しております。このようた地域に対して，愛知県水道局は愛知用水公団（玩水資

　源開発公団）が昭和３６年に着手し，昭和４３年に完成した豊川用水によって一目最大
　１５５，０００立方米の工業用水をいちはやく確得しました。そのうち第一期事業として ，

　昭和４３ ・４４年度の２ケ年で専用施設を完成し，蒲郡の既存工場を中心に１日当り
　２７，０００立方米の工業用水を昭和４５年から給水開始するとともに第２期事業として蒲郡

　地区の既存企業および新観立地企業に対し，新たに１目１７，０００立方米を追加給水す

　る。また豊橋地区については，大崎臨海および田原臨海へ新観立地する企業に対し１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
　目１１１，０００立方米を給水するものである 。」

　また，工業用地３７，３６３千ｍ２ の臨海工業用地の造成が計画されている東三河

地域では，第一期およぴ第二期工業用水道事業で１目最大給水量１５５，ＯＯＯｍ３
　　　　　　　　§）
を予定しているが，将来において工業用水の需要が越える場合をも考えて次の

ように述べられている 。

　　「将来の需要増に対して同用水の水不足は豊川支流寒狭川の総合開発によっ て需給
　　　　　　　　　　　　　７）
　のバラソスを保つ計画である 。」

　われわれは，この短文のなかに，独占資本の企業皿地，あるいは企業活動に

おげる物理的に困難な条件，そしてまた巨大な間接投資を必要とする経済的な

悪条件，そうした資本蓄積上の問題については，強力的にこれを解決していこ

うとする「愛知県」の姿勢を見出しうるのである 。

　また，ここで云われている第一期，第二期事業におげる資金計画をみると次

のようにた つている（第１０表）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６８）



　　　　　　　　　中界工業地帯に・おげる工業用水問題（皿）（杉野）

工業用水道事業資金計画　　　　　　　　　　　　　（単位千円）

４３

第　　二　　期　　事　　業

・・　１ ・・　１ ・・　１ ・・　１ ５１～５３

２３１，０００ ７０１，４００ ４８２，３００ ３５，ＯＯＯ １， ６４８，５００

１８１，８２７ １７２，ＯＯＯ ６７７，３００ ２３８，１６６ ９５７，２３４

３９，０００ ４５４，０００ ３９５，Ｏ００ ６５，０００ ２， ５６１ ，０００

３９０，０００ ８４８，５４５ ０ ０ Ｏ

８４１ ，８２７ １・，… ，…１・ ，… ，… １… ，・・１ １・，・１・ ，…

　ちたみに，工業用水道の基本料金は，第一期事業が１立方米あたり ，７円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
（４５年度５０円），おくれて出発した第二期事業が，同じ・く１１５円とたってい乱

　以上，われわれは，愛知用水以外の工業用水道事業について概観してきた 。

　　般的な特徴としていえることは，愛知用水で工業用水への転用が強力にお

しすすめられたように，西三河工業用水道では明治用水からの転用をはかり ，

そして東三河工業用水道も豊川用水から転用されているという点である 。つま

り， 農業用灌激用水を工業用水へと転用したということが，しかも国家権力を

動員しながら強力的にすすめたということが，目本資本主義の高度経済成長期

におげる　般的特徴として検出しえたということである 。

　そのことはまた次の事情からも説明できる。当初的にではあるが，われわれ

は愛知用水公団の設立は，農業用水としての愛知用水を建設し，運営するもの

として捉えてきた。しかしながら，やがて工業用水を確保することが主要た役

割となり ，また愛知用水以外でも工業用水を確保するための活動を行なってき

ている。すなわち，昭和４３年に完成した豊川用水において，東三河工業用水道

の建設をあらかじめみこんだｒ一目最大１５５千立方米の工業用水」の取得権を

確保しているということがそれである。こうした工業用水の確保という業務が

　般的になるにつれて，愛知用水公団は，名実ともにｒ水資源開発公団」へと

変転していく歴史的必然性があったのである 。

　　１）愛知県水道局，ｒ名古屋臨海工業用水道第一期事業概要書』 ，昭和４９年８月 ・

　　２）　同上参照 。

　　３）愛知県水道局，ｒ愛知県営西三河エ業用水道事業概要書』 ，昭和５０年４月 ，４へ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６９）



４４　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３２巻 ・第２号）

　　　一ジ 。

　４）同上，５ぺ一ジ 。

　５）愛知県水道局，ｒ愛知県営東三河工業用水道事業概要書』，昭和５０年４月 ，１ぺ

　　　一ジ 。

　６）愛知県企業局，ｒ東三河臨海工業用地造成事業概要』（１９７４年）の付表による
。

　７）同前 。

　８）愛知県水道局，『愛知県営東三河工業用水道事業概要書』，前出，２ぺ一ジおよ

　　び５ぺ一ジ 。

（１７０）


